
船橋市障害者控除対象者認定要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、所得税法施行令（昭和４０年政令第９６号）第１０条第１

項第７号及び第２項第６号並びに地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号）

第７条第７号及び第７条の１５の７第６号の規定による障害者又は特別障害者

の認定（以下「認定」という。）に関し必要な事項を定める。 

（認定の対象者） 

第２条 認定を受けようとする者（以下「対象者」という。）は、第６条に規定す

る認定基準日現在において次の各号のすべてに該当する者とする。 

(1) ６５歳以上の者 

(2) 本市に居住している者 

(3) 本市の住民基本台帳に記録されている者 

(4) 所得税法施行令第１０条第１項第１号から第５号までのいずれにも該当し

ない者 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が必要と認める場合は、前項第２号、第３号

及び第４号の要件を満たさない者であっても対象者とすることができる。 

（認定の申請） 

第３条 認定の申請ができる者は、対象者本人又は民法（明治３１年法律第９号）

第７２５条に定める親族（以下「申請者」という。）とする。 

２ 認定を受けようとするときは、船橋市障害者控除対象者認定申請書（第１号

様式。以下「申請書」という。）を市長に提出するものとする。 

（認定の審査） 

第４条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、次条に規定す

る認定の基準により対象者について審査し、その結果を船橋市障害者控除対象

者認定書（第２号様式）又は船橋市障害者控除対象者非該当通知書（第３号様

式）により申請者に通知するものとする。 

（認定基準及び認定方法） 

第５条 認定の基準は、別表に定めるとおりとする。 

２ 市長は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第２７条の規定に基づく要

介護認定又は同法第３２条の規定に基づく要支援認定（以下「要介護認定等」

という。）を受けている者に対して、当該要介護認定等に係る介護認定審査会資



料により対象者の障害高齢者の日常生活自立度及び認知症高齢者の日常生活自

立度（以下「日常生活自立度」という。）を把握し、別表に規定する基準に基づ

き認定を行うものとする。 

３ 要介護認定等を受けていない者は、職員等が訪問調査等により作成する船橋

市障害者控除対象者認定調査書（第４号様式）の記載をもとに対象者の日常生

活自立度を把握し、別表に規定する基準に基づき認定を行うことができる。 

（認定基準日） 

第６条 認定基準日は、所得税の申告に係る年分の当該年の１２月３１日とする。

ただし、認定対象者が年の途中に死亡又は出国した場合、若しくは年の途中に

死亡又は出国した者の被扶養者等だった場合は、死亡又は出国の日とする。 

（変更等の報告） 

第７条 申請者は、対象者の障害事由に変更又は消滅が生じたときは、速やかに

市長にその旨を報告しなければならない。 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は平成１９年 １１月 １日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は平成２４年７月９日から施行する。ただし、第１条及び第１号様

式から第４号様式の改正規定並びに附則第３項の規定は、公布の日から施行す

る。 

（経過措置） 

２ 施行日前が船橋市障害者控除対象者認定要綱第６条に規定する認定基準日と

なる認定については、第３条の規定による改正後の船橋市障害者控除対象者認

定要綱の規定にかかわらず、なお従前の例による。この場合において、なお従

前の例によることとされる第３条の規定による改正前の船橋市障害者控除対象

者認定要綱第２条第３号の規定中「外国人登録原票」とあるのは、「出入国管理

及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の

出入国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律（平成２１年法律第７９

号）第４条の規定による廃止前の外国人登録法（昭和２７年法律第１２５号）

第４条第１項に規定する外国人登録原票」とする。 



 

３ この要綱の施行の際現に調製されている用紙は、当分の間所要の調整をして

使用することができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は平成２５年６月２１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に調製されている用紙は、当分の間所要の調整をして

使用することができる。 

  附 則 

この要綱は、平成２７年１１月１３日から施行し、改正後の第２条第２項の規

定は、平成２７年分以後の認定について適用する。 

附 則 

この要綱は令和元年５月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は令和元年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和２年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に調製されている用紙は、当分の間所要の調整をして

使用することができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に調製されている用紙は、当分の間所要の調整をして

使用することができる。 

 

 



別表 

１ 障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度） 

認 定 ランク  

非該当 Ｊ 
何らかの障害等を有するが、日常生活はほ

ぼ自立しており独力で外出する。 

障害者 
身体障害者（３～６

級）に準ず。 
Ａ 

屋内での生活は概ね自立しているが、介助

なしには外出しない。 

特 別 

障害者 

身体障害者（１級、

２級）に準ず。 

Ｂ 

屋内での生活は何らかの介助を要し、日中

もベッド上での生活が主体であるが、座位

を保つ。 

Ｃ 
１日中ベッド上で過ごし、排せつ、食事及

び着替えにおいて介助を要する。 

２ 認知症高齢者の日常生活自立度 

認 定 ランク  

非該当 Ⅰ 
何らかの認知症を有するが、日常生活は家

庭内及び社会的にほぼ自立している。 

障害者 
知的障害者（軽度・

中度）に準ず。 
Ⅱ 

日常生活に支障を来すような症状又は行動

及び意思疎通の困難さが多少見られても、

誰かが注意していれば自立できる。 

特 別 

障害者 

知的障害者（重度）

に準ず 

Ⅲ 

日常生活に支障を来すような症状又は行動

及び意思疎通の困難さが見られ、介護を必

要とする。 

Ⅳ 

日常生活に支障を来すような症状又は行動

及び意思疎通の困難さが頻繁に見られ、常

に介護を必要とする。 

Ｍ 
著しい精神症状、周辺症状又は重篤な身体

疾患が見られ、専門医療を必要とする。 



第１号様式 

 

船橋市障害者控除対象者認定申請書 

 

     年  月  日 

船橋市長 あて 

〒 

住所 

申請者 氏名 

 電話番号 

対象者との続柄 

 

 所得税法施行令（昭和４０年政令第９６号）第１０条第１項第７号及び第２項第６号並

びに地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号）第７条第７号及び第７条の１５の７第

６号に定める障害者又は特別障害者として認定を受けたいので申請します。 

  

記 

 

 

対象者 

住  所  

ふりがな 

氏  名 

（                                        ） 

生年月日 
 

年   月   日(   歳) 

障害者手帳

等の有無 
有 ・ 無 

介護保険 

被保険者番号 
 介護度等 

要支援 ・ 要介護 

1 2 3 4 5 

申告の対象となる年 年分 

 

（注）申請者は、対象者の障害事由に変更・消滅が生じた場合には、すみやかに市長にそ

の旨を報告しなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２号様式 

 

船橋市障害者控除対象者認定書 

 

第   号 

  年  月  日 

 

 

             様 

 

船橋市長    

 

 下記の方を、所得税法施行令（昭和４０年政令第９６号）第１０条第１項第７

号及び第２項第６号並びに地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号）第７条

第７号及び第７条の１５の７第６号に定める  

障 害 者  

特別障害者 として認定します。  

 

対象者 

住所 
 

 

氏名  生年月日   年  月  日 

障害 

理由 

障害者 (1)身体障害者（３級～６級）に準ず。  (2)知的障害者(軽度・中度)に準ず。 

特 別 

障害者 
(1)身体障害者（１級、２級）に準ず。  (2)知的障害者(重度)に準ず。 

認定基準日 年  月  日 

（注）申請者は、対象者の障害事由に変更・消滅が生じた場合には、すみやかに市長にそ

の旨を報告しなければなりません。 

 

   

 



第３号様式 

 

船橋市障害者控除対象者非該当通知書 

 

                            第     号 

  年  月  日 

 

 

            様 

 

船橋市長    

 

 

 

   年  月  日付けで申請のありました障害者控除対象者の認定に関しましては、

非該当となりましたので通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象者 

住所  

氏名  生年月日    年  月  日 

非該当と

なった 

理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４号様式 

 

船橋市障害者控除対象者認定調査書 

                          年   月   日 

                 住   所    

          記 入 者   医療機関名    

                 又は調査機関名 

                 氏   名            印 

    

 □のある欄は、該当する箇所にレ印をつけて下さい。裏面もございます。 

氏 名  

生 年 月 日 □明治 □大正 □昭和       年     月     日 

障害高齢者の 

日 常 生 活 

自 立 度 

□ 自立 

（ランクＪ）何らかの障害等を有するが、日常生活はほぼ自立しており独力で外

出する。 

□ Ｊ１ 交通機関等を利用して外出する。 

□ Ｊ２ 隣近所へなら外出する。 

（ランクＡ）屋内での生活は概ね自立しているが、介助なしには外出しない。 

□ Ａ１ 介助により外出し、日中はほとんどベッドから離れて生活する。 

□ Ａ２ 外出の頻度が少なく、日中も寝たり起きたりの生活をしている。 

（ランクＢ）屋内での生活は何らかの介助を要し、日中もベッドの上での生活が

主体であるが、座位を保つ。 

□ Ｂ１ 車いすに移乗し、食事及び排泄はベッドから離れて行う。 

□ Ｂ２ 介助により車いすに移乗する。 

（ランクＣ）一日中ベッド上で過ごし、排せつ、食事及び着替えにおいて介助を

要する。 

□ Ｃ１ 自力で寝返りをうつ。 

□ Ｃ２ 自力では寝返りもうたない。 

（身体に障害に関する特記事項） 

 

 

 

 

 

 

 

期  間 

ランクＡ１、Ａ２、Ｂ１、Ｂ２、Ｃ１、Ｃ２に該当する状態については、いつ

からその状態に至ったかご記入ください。 

   年   月頃より（継続期間    年   ヵ月間） 

 

（表面） 



 

 

認知症高齢者の 

日 常 生 活 

自 立 度 

ランク及び判定基準 見られる症状又は行動の例 

□ 自立  

□Ⅰ 何らかの認知症を有するが、日

常生活は家庭内及び社会的にほ

ぼ自立している。 

 

Ⅱ 日常生活に支障を来すような症

状又は行動及び意思疎通の困難

さが多少見られても、誰かが注

意していれば自立できる。 

Ⅱa たびたび道に迷うとか、買物や事

務、金銭管理などそれまでできた

ことにミスが目立つ等。 

Ⅱb服薬管理ができない、電話の応対や

訪問者との応対など一人で留守番

ができない等。 

□Ⅱa 家庭外で上記Ⅱの状態が見られ

る。 

□Ⅱb 家庭内でも上記Ⅱの状態が見ら

れる。 

Ⅲ 日常生活に支障を来すような症

状又は行動及び意思疎通の困難

さが見られ、介護を必要とする。 

Ⅲa及びⅢb  

着替え、食事、排便及び排尿が上

手にできない、又は時間がかかる。 

やたらに物を口に入れる、物を拾

い集める、徘徊、失禁、大声又は

奇声をあげる、火の不始末、不潔

行為、性的異常行為等。 

□Ⅲa 日中を中心として上記Ⅲの状態

が見られる。 

□Ⅲb 夜間を中心として上記Ⅲの状態

が見られる。 

□Ⅳ 日常生活に支障を来すような症

状又は行動及び意思疎通の困難

さが頻繁に見られ、常に介護を

必要とする。 

Ⅳ 症状又は行動の例は、Ⅲに同じで

あるが、頻度が異なり、常に目を

離すことができない状態である。 

□Ｍ 著しい精神症状、周辺症状又は

重篤な身体疾患が見られ、専門

医療を必要とする。 

Ｍ せん妄、妄想、興奮、自傷、他害

等の精神症状又は精神症状に起因

する問題行動が継続する状態等。 

（認知症に関する特記事項） 

 

 

 

 

 

期  間 

ランクⅡa、Ⅱb、Ⅲa、Ⅲb、Ⅳ、Ｍに該当する状態については、いつからその

状態に至ったかご記入ください。 

   年   月頃より（継続期間    年   ヵ月間） 

 

 

（裏面） 


